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研究成果の概要（和文）：本研究では，異質的な意思決定過程を前提として，避難の備え及び避難行動の統合モ
デルを構築，適切な避難行動を促すための政策的示唆を得ることを試みた．主要な研究成果は，①災害の脅威が
迫った時間帯による避難行動への影響，②避難の備えと避難行動の意思決定の因果関係，③災害関連情報の取得
と避難行動の意思決定の因果関係，④災害関連情報の取得状況と避難行動の意思決定過程の関係性，にまとめら
れる．

研究成果の概要（英文）：This paper aims to establish an integrated model of evacuation preparedness 
and evacuation behavior on the basis of their heterogenetic decision-making processes, and obtain 
policy implications to promote evacuation behaviors. The main research achievements are summarized 
as deepening an understanding of ①the effects of time when disastrous threats are approaching, ②
the causal relationship between evacuation preparedness and evacuation behavior, ③the causal 
relationship between disaster-related information acquisition and evacuation behavior, and ④the 
relationship between acquisition status of disaster-related information and evacuation 
decision-making processes. 

研究分野：減災計画

キーワード： 避難行動　避難の備え　因果関係　意思決定過程　豪雨災害
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では，災害の脅威が迫る時間帯によって，住民の避難行動が異なることを示した．また，災害関連情報の
取得状況によって避難行動に至るまでの住民の意思決定過程が異なることを明らかにした．これらは既存研究に
ない知見であり，学術的意義のある分析結果である．また，この結果は災害の脅威が迫る時間帯によって，災害
関連情報の発信方法を変更する必要性があることを示唆している．詳細はさらなる検討を必要とするが，その根
拠となる分析結果を示した点は社会的にも意義のあるものである．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
（１）社会的背景：避難行動は住民自らとることができる災害対応行動である．豪雨災害におい
ては，地震や津波と異なり，気象情報等を適当に活用できれば，ハザードの脅威を事前に知り，
適切な避難行動を取ることができる．一方で，頻発する豪雨災害に対し，ハザードの脅威に対す
る認識の誤りや不適切な対応行動により被害にあう住民は後を絶たない．突発的な豪雨の頻度
や台風の規模は増加していくことが予想されており，避難行動を促すための効果的な政策の実
施が求められている． 
 
（２）学術的背景：豪雨，災害時の住民の避難行動の意思決定過程の解明は，住民による適切な
避難行動を促進するための政策を検討，展開するための重要な研究課題として位置づけられる． 
その上で，既存研究では，避難の備えと避難行動の関連性を明示的に踏まえた分析は多くない．
住民自らによる避難の備えの実施は，その後の避難行動と関連していることが想定され，避難の
備えと避難行動の関連性の解明は，適切な避難行動を促進するための重要な研究課題と考えら
れる．また，申請者らがこれまで実施してきた避難の備え及び避難行動に関する調査・研究では，
調査地によってそれらの意思決定過程に及ぼす要因の影響が異なるなど，知見の一般性の確保
には課題があった．避難の備え及び避難行動に影響を及ぼす要因を追加的に特定する必要があ
ること，また，既存研究で広く用いられている同質的な意思決定過程の仮定を緩和する必要があ
ることが，本研究の着想に至った経緯である．  
 
 
２．研究の目的 
 
 こうした背景を前提として，本研究では異質的な意思決定過程を前提とした住民の避難行動
及びその備えに関する統合的な行動モデルを構築することを目的とする．  
 なお，避難行動の意思決定過程のモデル化を行うことに際して，影響を及ぼす要因について個
人・世帯属性，認知的要因（リスク認知，自己効力感，反応効果性認知など），（直接的・間接的）
経験，（災害関連情報の取得状況を踏まえた）状況認識の影響を支持する研究が見られるが，避
難の備えやそれ以外の要因による避難行動への意思決定過程への影響を検証する．また，異質的
な意思決定過程の検証に際しては，避難意識から避難行動に至るまでの動学的な意思決定の推
移過程をモデル化，災害関連情報の取得状況による意思決定過程への差異を明らかにする．避難
の備え及び避難行動に影響を及ぼす種々の要因の因果関係を解明し，一連の意識から行動の意
思決定過程をモデル化することにより，適切な避難行動を促進するために有効な政策を検討す
ることが可能となる． 
 
 
３．研究の方法 
 
（１）本研究では，平成 30年 7月豪雨，令和元年台風第 19号，令和 2年 7月豪雨の際の避難行
動調査データ等を用いて，種々の関連要因が避難の備え及び避難行動の意思決定過程に及ぼす
影響を検証，避難行動に至るまでの意思決定過程をモデル化する． 
なお，3つの避難行動調査は同一の質問項目にて調査を実施しており，災害の特徴による避難
行動の意思決定過程の違いを検討することができるように配慮している．また，今回の研究期間
の中で実施した令和 2 年 7 月豪雨における避難行動調査では，災害の脅威が迫ってくる時間経
過に沿った避難意識及び避難行動に関する調査についても追加的に行っている．異質的な避難
行動の意思決定過程は，この令和 2年 7月豪雨の避難行動調査データを用いて，そのモデル化を
行った． 
 
（２）避難の備え，避難行動及び種々の要因の関連性を明らかにするため，本研究では，有向非
巡回グラフ(Directed Acyclic Graph，DAG)を用いてその関連性を構造化，変数間の因果関係の定
量評価を行った．DAGを用いた因果効果推計の枠組みは Pearl, J.1)によって先鞭がつけられ，疫
学（epidemiology）分野を中心に多くの適用事例がある 2)．社会科学分野への適応事例は多くは
ないが，計量経済学 3)や心理学 4),5)など今後さらなる適用，展開が期待されている．その中で，
本稿は豪雨状況下での避難行動の意思決定過程にその分析枠組みの適用を試みたものである． 
 

 

 

 



４．研究成果 
 
（１）本研究で得られた主要な研究成果は以下の 4点にまとめられる． 
 
① 災害の脅威が迫った時間帯による避難行動への影響 
② 避難の備えと避難行動の意思決定の因果関係 
③ 災害関連情報の取得と避難行動の意思決定の因果関係 
④ 災害関連情報の取得状況と避難行動の意思決定過程の関係性 

 
① 災害の脅威が迫った時間帯による避難行動への影響 
 一般的に，洪水害や土砂災害は特定の地域に被害が集中することが多いが，平成 30年 7月豪
雨は県境をまたいで広域に被害が発生しており，地域によって災害の脅威が迫った時間帯が異
なるという特徴をもつ．災害の迫る時間帯によって住民の避難行動は異なるという検証仮説の
もと，本研究では避難行動及びその関連要因の変数群に関する DAG（以下，避難行動 DAG）を
作成し，災害の脅威が迫った時間帯による避難行動への因果効果を検証した． 
結果として，中は夜間と比較して，車による「立ち退き避難」が増加していることが明らかと
なった．また，「屋内安全確保」と立ち退き避難時の車利用の可能性によって住民の避難行動は
変化しており，特に，平屋住まいの方は，0-6 時と比較して，18-24 時であっても「立ち退き避
難」を実施する傾向が明らかとなった．このように，災害の脅威が迫った時間帯によって避難行
動の意思決定が変わり得るという結果は，既存研究にない新しい知見であり，本研究の研究成果
の一つである． 
 
② 避難の備えと避難行動の意思決定の因果関係 
避難の備えと避難行動の因果関係について，平成 30年 7月豪雨，令和元年台風第 19号，令和

2 年月豪雨の事例を通じて検証を行った。結果として，平成 30 年 7月豪雨及び令和元年台風第
19 号の事例ではどちらも，指定避難所の確認が立退き避難に寄与していた一方で，家族内の連
絡先の確保は屋内安全確保に寄与していた。また，平成 30年 7月豪雨のときのみ，指定緊急避
難場所までの実際の道のり確認が立退き避難に寄与していたことを明らかにした。また，明朝 
に発生した令和 2 年 7 月豪雨では，居住地の浸水深の認識と指定緊急避難場所までの実際の道
のりの確認が早期の立退き避難に寄与したいたことを明らかにした。豪雨時と台風時で効果に
差のある避難の備えもあったが，指定雛緊急避難場所までの実際の道のりの確認は，この 3事例
に共通して立退き避難に寄与しており，立退き避難を促す有効な避難の備えであったことを明
らかにした．すなわち，指定雛緊急避難場所までの実際の道のりの確認は，今後，重点的に促す
べき避難の備えであり，その知見は本研究の主要な研究成果の一つである． 
 
③ 災害関連情報の取得と避難行動の意思決定の因果関係 
 災害関連情報の取得と避難行動の因果関係について，平成 30年 7月豪雨，令和 2年月豪雨の
事例を通じて検証を行った． 
 結果として，平成 30年 7月豪雨及び令和 2年 7月豪雨ともに，呼びかけ情報が立退き避難を
促していたことが確認された．また，平成 30年 7月豪雨では大雨特別警報や避難指示も立退き
避難に機能していたが，令和 2 年 7 月豪雨では有効に機能していなかった．令和 2 年 7 月豪雨
は未明を襲った豪雨災害であり，大半の住民は時間的猶予の少ない避難行動の意思決定を余儀
なくされたことが，気象情報や避難情報の取得と避難行動の間に因果関係が見られなかった一
因であると考察される．呼びかけ情報の有効性，気象情報や避難情報が機能する時間帯的条件が
示唆された点は本研究の主要な研究成果である． 
 
④ 災害関連情報の取得状況と避難行動の意思決定過程の関係性 
令和 2 年 7 月豪雨の際の避難行動調査データを用いて，災害関連情報の取得状況を踏まえた
避難行動の意思決定過程モデルを構築した．結果として，呼びかけ情報が避難行動の促進に有効
に機能していたことを明らかとなった．気象情報や避難情報は特定の個人に発表，発令される情
報ではないため，その情報に対する当事者性は低く，システム 2（遅い思考）が支配的な意思決
定過程を経た一方で，呼びかけ情報は，呼びかけられた場合の当事者性は高く，システム 1（早
い思考）が支配的な意思決定過程をへたものと解釈される．危険性を認知する情報の種類の違い
が，避難行動時に異なる意思決定過程を経ることを示せた点は本研究の成果である． 
  
（２）①, ②, ③の研究を通じて構築した避難の備え，避難行動及び関連変数群の DAG の簡易
版を図-1に示す．本研究では，平成 30年 7月豪雨，令和元年台風第 19号，令和 2年 7月豪雨
の避難行動調査データを用いて，種々の変数間の因果関係の解明を行ったが，同 DAGを用いる
ことにより，今後発生しうる豪雨・台風災害時の避難行動調査に対して，これまでの避難行動と
の相違点や避難の備え及び避難行動の意思決定過程に影響を及ぼし得る追加的な要因の検証に



も活用することができる．研究開始当初は潜在
クラスモデルを用いて避難の備え及び避難行動
の意思決定過程をモデル化することを試みた
が，関連変数間の因果関係が不明瞭となる課題
に直面した．この点は当初の予定と異なったが，
DAGを用いて避難の備えと避難行動，また種々
の変数間の因果関係を解明に寄与できた点は，
今後の研究展開の参照モデルとして機能しうる
点も本研究を通じて得られた研究成果である． 
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図-1 避難行動 DAG（簡易版） 
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